
 

  令和８年３月３１日 

令和７年度 東京都立板橋有徳高等学校全日制課程 学校経営報告   

１ 数値の経年変化と今年度の結果 

 

項 目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

教員相互の授業参観延べ
回数（回） 

△２８０ ▼１５９ △２２８ ▼１３８ ▼１３３ 

授業満足度（％） △８０ △９０ ９０ ▼８３ ８３ 

英検準２級以上取得者数
（人）※ 

△３９ ▼１４ △２９ ▼１７ △１９ 

夏 期 冬 季 講 習 時 間 数  
（時間） 

△２５０ △２６８ ▼２４０ △２９０ ▼２５３ 

生徒の１日平均学習時間 
（分） 

▼９３ △１０６ △１１１ １１１ ▼８２ 

大学入学共通テスト 
全国平均点比（％） 

▼国７５．６ 

▼数ⅠA６１．６ 

▼英６７．０ 

△国８０．３ 

△数ⅠA８４．３ 

△英７１．５ 

▼国７２．３ 

▼数ⅠA５８．７ 

▼英６６．３ 

▼国５８．２ 

△数ⅠA６６．３ 

▼英５６．１ 

 

△６８．３ 
▼数５１．２ 
△英５７．３ 

現役進路決定率 （％） ▼８９．６ △９１．１ ▼８７．５ △９６．４ △９７．７ 

４年制大学進学者数 
(現役)（人） 

▼１２０ ▼９８ ▼９４ △９７ ▼９６ 

私立大学（早慶上智理科）
現役合格者数（人） 

▼０ △２ 
国公立大学 

２人 

国公立大学 

１人 
▼０ 

私立大学（ＧＭＡＲＣＨ）
現役合格者数（人） 

１ △４ ▼０ △２ ▼０ 

私立大学（成成武明学）  
現役合格者数（人） 

△２ △１１ ▼０ １ ▼０ 

私立大学（日東駒専）現役
合格者数 （人） 

▼７ ８ ７ ▼５ ▼１ 

就職者数（うち公務員数）
（人） 

▼１１（２） △１５（２） ▼５（０） △９（６） ▼５（０） 

一日あたりのクラスの 
平均遅刻者数 

▼１．３ ▼２．０ △１．３５ ▼１．２０ ▼２．４ 

特別支援教育に関する 
委員会の開催回数（回） 

△１１ △１３ △１５ ▼１３ １３ 

統 一 体 力 テ ス ト 全 国  
平均比（％） 

男子 ８３ 

女子 ８３ 

男子▼８２．５ 

女子▼８０．７ 

男子▼８０．３ 

女子△８２．３ 

男子△８２．１ 

女子▼８１．３ 

男子△８４．８ 

女子▼７９．１ 

部活動加入率（％） △８３ △８３．３ ▼７３．９ △８０．１ △８２．６ 

学校満足度（生徒）（％） △７９ △８１ ▼８０ ▼７９ △８３ 

学校満足度（保護者）（％） ▼８９ △９０ ▼７９ △９３ ▼８７ 

部活動満足度（生徒）（％） ▼４９ △６３ △６７ △６８ △７９ 

生徒会活動満足度（生徒）
（％） 

▼５０ △６５ △６８ ▼６１ △７３ 

学校説明会等参加者数 
（人） 

△８６１ △１，１６７ △１，４９９ △１,８２０ △２,１８１ 

中学校進学対策委員会 
志願倍率（倍） 

▼０．５９ △０．７２ △０．８８ ０．８８ ▼０．８１ 

入学選抜応募倍率(推薦)
（倍） 

▼１．３３ △１．７３ △２．０５ ▼１．９０ ▼１．３１ 

入学選抜応募倍率(第一次
募集)（倍） 

▼０．７９ △０．８９ △１．１３ ▼０．９９ ０．９９ 

ホームページ更新回数
（回） 

△２５０ △３５５ 
２３２ 

X１５７ 

▼１７７ 

Ｘ１５６ 

１９７ 

X126、ｲﾝｽﾀ 73 

一般需用費のセンター 
執行率（％） 

△５２．４ △５９．３ △６９．３ ▼４９．８ △５５．１ 



 

２ 今年度の取組について 

１ 都の教育施策の活用 

（１）進学指導研究校 

  ① 組織的な教科指導体制 

全教職員参加の模試分析会やケース会議、定期的な教科会・教科主任会の開催をとおして、組織的な指

導体制構の構築を図ることができた。 

② 進路アドバイザーの意識及び指導力向上に向けた校内研修の実施 

  進路指導に長けたベテラン教員を講師として校内研修を実施し、個々の生徒に応じた進路支援の在り方

や面談技法について具体的な助言を得ることで、若手教員を中心とした指導力の向上を図るとともに、校

内における進路指導体制の充実を図ることができた。 

③ 訪問指導や協議会、他校視察等による事業推進者の育成及び成果の還元 

  進路指導部を中心に訪問指導や協議会、他校視察等を通して事業推進者として必要な資質・能力の育成

を図るとともに、得られた知見や優れた実践事例を校内で共有・還元し、組織全体の取組の質的向上につ

なげることができた。一方、一般の教職員による他校視察については参加者数に課題があり、参加への働

きかけをより強化するとともに、参加しやすい業務体制の整備が求められる。 

（２）スキルアップ推進校 

① デジタルスキル講座 

・ 基本講座 

１年次生全員を対象にワード講座、エクセル講座、パワーポイント講座を夏季休業前に５日間実

施した。生徒は本講座において身につけたスキルを総合的な探究の時間の発表活動に用いる資料の

作成において活用することができた。 

・ 応用講座 

ワード講座、エクセル講座、パワーポイント講座を夏季休業中に５日間実施。部活動等に参加す

る生徒への配慮として同日の午前と午後に講座を設定し、どちらでも参加できるように工夫した。

（参加申込３８名、参加者述べ１４４名、参加率７６％） 

② グローバルスキル講座 

・ 土曜日の特別講座 

希望者を対象に英検２級対策講座、準２級対策講座を、それぞれ年間をとおして１５回ずつ実施

した。生徒の継続、参加意欲の維持が課題となった。 

（参加申込８９名、参加者数延べ５０４名、参加率３７．８％） 

・ 夏季休業中の講座 

希望者を対象に２級、語法・文法、リスニング、リーディング、ライティングの講座（計１２講

座）をそれぞれ５日間開講した。短期集中の取組とすることで生徒の参加意欲の維持を図ることが

できた。（参加申込４５名、参加者延べ１６８名、参加率７４．８％） 

上記①及び②の取組をとおして英検準２級以上の合格者は１９名であり、全年と比べ増加した。次

年度以降、実施方法をより工夫して参加者を募り、合格者の増加と英語力の向上に努める。 

③ ジョブキャンプ 

    民間企業、医療機関、ＮＰＯ法人などで３日間のインターンシップを実施した。６名が申し込み、

全員が全日程に参加した。事後のアンケートでは、「働くことは楽しそうに感じる。」、「会社で働いて

いる人の姿をイメージできるようになった。」、「働く人の気持ちが理解できた。」、「会社の活動が誰か

の役に立つことを理解できた。」、「自分の強みや弱みを知ることができた。」などの声が寄せられ、職

業に対する意識、自己理解や自己肯定感の向上がみられた。 

 （３）学力向上研究校（校内寺子屋事業） 

１年次生の中から国語、数学、英語の各教科で特に基礎学力に課題がある生徒を集め、年間を通して各

教科週１回程度、外部人材やＡＩ教材を活用しながら放課後の補習を実施した。参加した生徒の約４割が

基礎学力を向上させることができた。 

（ベネッセ スタディサポート第１回（１学期）平均偏差値：国語４２．９、数学４０．４、英語３９．

９第２回（２学期）：国語４４．４、数学４２．５、英語４１．５と向上） 

参加した生徒からは、「勉強することに興味がもてるようになった」、「分からなかったことが分かるよ

うになった」、「できなかったことができるようになった」等、運営に関わった教員からは、「生徒の多くが



 

前向きに取り組むようになった」、「学習の躓きがどこから始まっているのかが分かった」、「配慮や個別指

導が必要な生徒に少しでも分かる体験をさせることができた。」等の前向きな意見が寄せられた。 

一方、学習支援に携わる外部人材の確保が容易ではないこと、取組を円滑に進めるために関係する教員

の業務的な負担が増大していること等が課題となっている。課題の解決を図りながら、引き続き学力向上

研究校として生徒の学習支援体制の確立に努める。 

（４）海外学校間交流推進校・海外探究フィールドワーク指定校 

① 異文化交流等 

     日本にある日本語学校で学ぶ外国人留学生（スリランカ、ベトナム、ドイツ、ミャンマー、パキス

タン、モンテネグロ、メキシコ、イタリア、アメリカ、フランス、台湾、韓国等）と少人数グループ

での交流会を実施した。互いの文化の紹介、テーマに基づくディスカッション、部活動紹介・体験な

どをとおして異文化理解を深めることができた。 

② 英語教育の推進 

    ＪＥＴ２名、ＡＬＴ４名、計６名のネイティブスピーカーとのティームティーチングによる授業を展開

して、生きた英語学習機会を多く提供した。 

外部検定試験として英語検定をＳ－ＣＢＴ方式で実施し、４技能についてより細やかに生徒の英語力を

測ることを可能とした。 

③ 海外修学旅行の実施 

    海外学校間交流推進校及び海外探究フィールドワーク指定校の取組を活かし、国際理解、多文化共生・

異文化理解を目的とした海外修学旅行をマレーシアにて実施した。この海外修学旅行を国際理解、多文化

共生をテーマに３年間を通して実施する本校の探究的な学びのフィールドワークとして位置づけ、高大接

続連携事業としてパートナーシップを締結している大学の協力等を得えながら、事前の学習を進めた。ま

た、海外修学旅行の実施後は、代表生徒が東京都主催の探究フォーラムで発表したほか、国際連合大学の

講堂にて全校体制の発表会を実施した。 

 

２ 学習指導の充実 

（１）授業力向上のための取組 

   全教員が、年２回以上学期末等に「生徒による授業評価」を実施した。また、教員による授業相互参観に

ついて６月と１１月に集中実施期間を設けて実施し、全教員が参加したほか、若手教員研修等を活用して授

業参観や研究授業を実施し、授業の自己分析・振り返りを行い、授業改善に努めた。学校評価における生徒

の授業満足度は前年度の８３％を上回り、９２％となった。今後も授業参観や研究授業後の研究協議会の効

果的な開催、教科会や教科主任会での情報共有等をとおして参観結果のフィードバックを積極的に行いさら

なる授業の改善を進め、生徒がより満足できる指導体制を充実させる。 

（２）適正な評価の実施に向けて 

職員会議、教科主任会、教科会の実施をとおして、観点別学習状況の評価の在り方を議論し、見直した。

評価の実態を認識し、課題を解決することで今後も指導と評価の一体化を推進していく。 

（３）総合的な探究の時間の充実 

   近隣の大学を教育資源として活用するため、大正大学とパートナーシップを締結し、学校外の学修による

単位履修制度を整えた。また、探究学習プロジェクトチームを発足させ、総合的な探究の時間の教育活動に

ついて協議を重ねることで、本校の教育の柱の一つでもある国際理解教育を主軸とした総合的な探究の時間

の３年間の計画を立案し、総合的な探究の時間の運営体制を見直すことで、全教員の共通理解による効果的

な取組を実現することができた。 

（４）一人 1 台端末の活用 

昨年度に引き続きスタディサプリを採択して動画視聴や週末課題等で諸機能を活用したほか、オンライン

学習デーを契機に教職員の研修を実施した。一方、生徒の１日当たりの平均自主学習時間は８２分となり目

標を下回った。本校生徒の実態に即した活用法を検討し、主体的に学習する習慣を身に付けさせていく。 

 

３ 進路指導の充実 

（１）進路アドバイザー制度 

   ６月に進路アドバイザー制度に関する進路指導部主催の研修を実施し、前年度の課題を踏まえて、面接

指導及び専門分野指導の担当者の役割を見直した。 

（２）特別講座の実施 

外部指導者を活用した土曜日の特別講座「土曜特訓」を年１３回、夏期と冬期の休業期間中に２９０時



 

間の講習を実施し、大学進学希望者の学習支援を行った。外部指導者の指導力や受講生徒の状況把握に課

題があったことについて次年度改善していく。 

（３）模擬試験の活用 

進学指導研究校の取組みとして、進路指導部が主体となり、計画的に全校体制の模試分析会及びケース

会議を実施し、教科担当者が生徒への振り返り指導を行った。課題としては、分析結果の活用が不十分で、

授業改善等に十分に活かされていないことがあげられる。次年度は、さらに計画的に生徒の振り返りの時

間を確保するとともに、教科会・教科主任会での情報共有と具体的な対策、授業への還元を行える体制を

整えていく。 

 

４ 安心して通える学校づくり 

  毎月の生徒支援委員会のほか、ケース会議や精神科医による研修会、特別支援教育に関する会議など、生徒

の抱える様々な課題に関する会議を１３回開催して具体策を検討し、校内での情報共有や医療・公的機関等と

の連携等を行うことができた。 

 

５ 特別活動の充実 

学校評価アンケートによる部活動や生徒会活動等について、生徒の満足度は前年度と比べて大きく上昇した。

これに対し、本校教職員は、活動が活発でないことや指導に携わっている教員の温度差を指摘している。生徒

が満足できるよう特別活動を充実させるために、教職員の温度差をなくし一体となって指導を行えるよう、指

導体制を見直していく。 

 

６  募集対策、広報活動 

  学校ホームページのほか、インスタグラム、Ｘ（旧ツイッター）を活用し、日々の教育活動の様子を積極的

に発信した。また、都のＰＲ事業を活用して作成した、生徒主体の学校生活を演出した動画を公開した。また、

生徒による学校説明会等を充実させ、本校での学校生活がイメージできるように工夫した。ホームページは１

９７回、X は１２６回、インスタグラムは７３回更新し、地域に向けた学校通信を６回発行した。 

塾訪問を１５７校行ったほか、板橋区、練馬区、豊島区、北区をはじめとした近郊の中学校に資料を送付し

た。また、年間で予定した学校説明会に加え、平日や土曜日に個別対応を実施した。これらの取組により、広

報活動における年間の総集客数は、昨年度に１,８２０人であったものが２,１８１人に増加した。部活動では

書道、ラグビーの「文化・スポーツ等特別推薦」を実施し、またこれらの公開講座を開催し、学校の魅力を地

域に発信した。今後、広報活動の実施方法や媒体の在り方などを見直し、学校の魅力をより効果的に地域に発

信するよう改善を進めていく。 

 

７ 組織運営 

服務の厳正と個人情報の適正な管理のために、年度当初及び学期に１回以上悉皆研修を実施するとともに、

平素から継続的に注意喚起し、服務事故の防止に努めた。また、電子起案を推奨し、迅速で確実な文書管理を

徹底した。 

ＯＪＴガイドライン及び執務ガイドラインに基づき、協働体制を構築し、職責を意識した人材育成のライン 

を確立し、リーダー層の教職員が適切に業務を進行管理できる校内体制構築を継続して推進した。 

校内分掌、委員会及びＰＴ等の意義と役割を踏まえ、整理・再構成を図ることで、これまで個人の力に頼っ

てきたために組織的に取り組まれていない業務を明示し、適宜組織の業務に組み入れ、組織的な業務の遂行が

可能となった。今後は、情報の共有化に努めるとともに、学校評価の結果を活かし、全教職員が当事者意識を

もって学校の課題を把握し、改善に向けて具体的方策を考察して実行に移していくよう努めていく。 

 

８ 働き方改革 

部活動指導に関して、教員間の負担の格差是正が進んでいない。必要とするほとんどの部活動において、部

活動指導員の配置時間を得たことで、活動の活性化に効果はみられたが、指導者を見つけることができなかっ

た部があった。次年度に向けて適切な人材を確保することが継続した課題となっている。部活動支援員を積極

的、効果的に活用し、教員の負担が減少するよう働きかけていく。 


